
 

 

第１章 経営戦略改定の背景及び計画期間 

鹿沼市の水道事業は、市民生活に不可欠な水道サービスを将来にわたって安定的に提供していくことを目的として、

平成３０年３月に、中長期的な経営の基本計画である『鹿沼市水道事業経営戦略（平成３０年度～令和９年度）』を策定し、

事業を推進してきました。  

その間、新型コロナウイルス感染症の影響や物価高騰など、前回策定時には想定していなかった経営環境の変化が

生じていることから、計画期間の途中ではありますが、本経営戦略を改定することとしました。 

なお、本経営戦略の計画期間は、令和８年度から令和１７年度までの１０年間とします。 

第２章 水道事業の現状（課題） 

１ 料金収入の減少 

鹿沼市の人口減少に伴う給水人口、有収水量の減少

により、給水収益（料金収入）も減少しています。今後も

料金収入の減少が予測されることから、収益をどのよう

に確保していくか検討が必要です。 

 

 

 

 

２ 経常収支比率の低下 

令和６年度まで、健全な状況と言える１００％を上回っ

ていますが、料金収入の減少と物価上昇による費用の増

加から、令和２年度と比較して、１０％近くの低下が見ら

れます。 

 

※経常収支比率（％）＝経常収益÷経常費用×１００ 

経常収益で経常費用をどの程度賄えているかを表す指標 

 

３ 企業債残高の増加 

施設の更新等による事業費の増加及びその財源とな

る企業債の借入が進んでいます。その結果、投資に伴う

企業債残高が積み上がり、借入への依存度が上昇してい

ます。企業債残高が将来世代への負担となることも踏ま

え、給水収益（料金収入）と企業債残高のバランスを整え

ていくことが必要です。 

 

 

第３章 将来の事業環境 

１ 給水人口及び料金収入の見通し                                 

市全体の人口減少に伴う給水人口の減少により、

有収水量も減少し、料金収入は年々減少する見通し

です。 

 

 

 

 

 

２ 水道施設の見通し 

（１） 浄水場等施設の状況と見通し 

安全で安心な水道水を供給するため、紫

外線処理設備等の高度浄水施設の整備を順

次進めており、最終的には全浄水場への整備

を進めます。併せて老朽化した機器の更新を

進めます。 

また、各浄水場建屋は一部を除き７割以

上耐震化が進んでいるものの、引き続き配水

池などの構造物についても耐震化を進める

必要があります。 

 

（２） 管路施設の状況と見通し 

これまで整備された管路が徐々に更新

時期を迎えています。特に、布設延長が増加

した平成元（1989）年度の第４次拡張が、

今回の計画期間内に耐用年数を迎えます。 

また、一部の管路は、既に耐用年数を超

えており、耐震化の状況も４割に満たない

状況です。災害に対する備えとして老朽化

対策と耐震化を併せて進めていく必要があ

ります。 

 

３ 将来の見通しから見える課題 

人口減少等に伴う料金収入の減少、物価上昇に伴う維持管理費の増加、今後、耐用年数を超える管路や浄水場等の

更新に多額の費用が見込まれることから、将来にわたり安定的かつ持続可能な水道サービスを提供するため、「収益の

確保と費用の抑制」、「今後の投資に向けた財源の確保」、「継続性及び効率性を重視した投資計画の策定と進捗状況の

管理」が課題です。 

これらの課題を踏まえ、第４章では経営の基本方針と目標及び取り組みの設定、それに則った投資・財政計画を策定

します。 
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第４章 経営の基本方針と投資・財政計画 

１ 経営の基本方針と目標 

「安全安心な水道水の安定供給」を経営理念とし、次の３つを基本方針としました。 

  

 

 

 

また、この基本方針を実現するため、次の３つの経営目標および４つの取組を設定しました。 

 

 

 

 

 

２ 投資・財政計画の計算根拠 

 安定的に水の供給を行うためには、浄水場や管

路等の健全性を維持することが重要です。投資計

画には、取組①及び取組②に基づいた右記の投資

を計上しており、計画期間である 10 年間で約

155 億円を見込んでいます。 

また、右記の投資は、国及び県からの補助金等

を積極的に活用する他、企業債、一般会計繰入金

等を財源とし、実施する予定です。 

 

３ 投資・財政計画（シミュレーション） 

（１）現状予測に基づいた投資・財政計画 

現状の予測に基づいたシミュレーションが右記のグラフ

（一部抜粋）です。 

シミュレーションの結果、経常収支比率（灰色）は令和８

年度に１００％を下回り、低下傾向が続く見通しです。経常

収支の赤字に加え、料金回収率も同様に１００％を下回る

見通しであり、給水にかかる原価を料金収入で賄えてない

ことになります。 

企業債残高（青色）については、借入れを抑制する方針で

あることから減少が見込まれます。しかし、料金収入の減少

により、企業債残高対給水収益比率（灰色）は悪化します。 

また、財源不足を積立金で補填することにより、積立金

（橙色）は令和１6年度で枯渇します。継続的に水道事業を

経営していくためには、将来世代の負担である企業債残高

の減少に合わせ、積立金の確保も必要です。 

 

（２）経営目標達成のための投資・財政計画の検討 

経営目標達成に向け、以下の条件でシミュレーションを行います。 

なお、令和１０年度末には、積立金が約１０億円まで減少する見通しであることを踏まえ、令和１１年度に料金改定を実

施する想定とします。 

シミュレーション条件①  一度の料金改定で経営目標を達成するパターン 

令和１１年度に現行料金＋３８％改定 

シミュレーション条件②  段階的な料金改定で経営目標を達成するパターン 

令和１１年度に現行料金＋31％改定、令和１６年度に左記料金＋5％改定 

シミュレーションの結果、現行料金を約 38％改定（値

上げ）することで、各指標の目標を達成することが可能

です。 

※ 本シミュレーションは、現状と将来の予測を踏まえた

試算です。 

 

 

 

 

 

※企業債残高対給水収益比率（％） 

＝企業債残高÷給水収益×１００ 

給水収益に対する企業債残高の割合で、企業債残高の

規模を表す指標。（目標：650％以下） 

 

 

 

（３）今後の取り組み 

基本方針の実現（目標達成）のため、「１ 経営の基本方針と目標」に掲げた４つの取り組みを実施します。 

その他、各経費については、物価上昇に伴い圧縮や削減が困難な状況となっているため、引き続き効率的かつ効果

的なコスト管理を意識し、可能な限り費用の抑制に努めます。 

また、料金改定の必要性が生じた場合には、市民等の負担軽減や本事業の持続可能性を前提とし、社会情勢及び経

営環境の変化を考慮するとともに、原価計算等の結果を踏まえて慎重に検討します。 

第５章 経営戦略の遂行に向けた取組体制 

経営推進体制とＰＤＣＡサイクルの実行 

本経営戦略の実効性を確実なものとするために、ＰＤＣＡ サイクルにもとづい

た進捗管理を行います。これらのＰＤＣＡサイクルにより経営状況を的確に把握

し、経営の健全化及び効率化に取り組んでいきます。 

なお、本戦略における取組は、上下水道部企業経営課を中心として実施しま

す。進捗状況については、計画期間中、随時、情報収集及び取組・効果の検証を行い、関係部局と協議します。 

投資内容 事業見込額 

給水区域内未普及対策（新規整備） 約１５．１億円 

水質安全対策（紫外線処理設備整備） 約８．５億円 

老朽化対策及び耐震化の推進（施設の改修・更新） 約８３．１億円 

思川開発事業に伴う建設負担金 約４８．４億円 

合計 約 15５.1 億円 

【基 本方針 】 「経 営安定 化の推 進」  

「水 道施設 の老朽 化対策 および耐震 化の推進 」 

「高 度浄水 施設の整備による安 全安心 な水道水 の供給 」  

経営目標  １ 経常収支比率１００％の維持  ２ 料金回収率１００％の維持  ３ 企業債残高の抑制  

取組 ①水道施設の老朽化対策と耐震化の推進及び有収率の向上  ②効率的な投資及び投資の平準化 

 ③企業債の新規借入の抑制  ④水道料金の検証 
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